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日本農業は、農地面積や農業産出額が減少するなど衰退が進んでいるが、その

根本にあるのは、農業の担い手が十分に確保・育成されていないという問題であ

る。地域で農業の担い手が不足することで、耕作放棄が発生するだけでなく、農

業のインフラである水路や農道の維持・管理が困難になり、農村のコミュニティ

が維持できなくなるなど、農村ではさまざまな問題が深刻化してきている。 

このような中で、近年、小売・外食企業等の実需者との直接取引ニーズに農業

者同士が地縁によることなく協業することで対応しようとする取組が増加してい

る。本研究では、このような取組を「新たな協業活動」と位置付け、このような

活動を行う生産者組織を対象に分析を行った。以下、各章ごとにその内容を述べ

ていく。 

第１章においては、日本農業をめぐる長期的な動向を分析し、その退潮傾向の

背景にあるのは農業の担い手不足の問題であることを指摘した。そして、担い手

不足の状況の中でも、近年、従来の協業とは組織や構成員の特質が異なる「新た

な協業活動」を行う組織（以下「新協業組織」という。）が増加しつつあり、こ

れを研究テーマとして、このような組織の形成をもたらした農業や食料をめぐる



 

 

構造変化や組織の仕組み、組織とその構成員との関係等について明らかにしてい

くことが本研究のねらいであることを述べた。 

第２章では、「新たな協業活動」が行われるようになった背景にある農業構造

や農産物流通、食料消費をめぐる構造変化について分析した。農業の担い手が減

少する中、特に土地利用型農業では規模拡大が進まず、依然として中小規模の農

業経営が多く存在する農業構造が維持されている。他方、農産物流通に関しては、

生協や食品宅配企業が、近年では、小売や外食企業等も生産者との直接取引を求

める動きを強めている。 

こうした構造変化の中で、今後の日本農業の担い手のあり方を考えると、単な

る経営規模の拡大だけでなく、複数の農業者による協業を進めることが必要であ

り、実際に、組織経営体の数が増加している状況にある。しかしながら、新協業

組織は、農協や集落営農のような従来の協業組織とは全く異なる特質を有してい

ることを実在の協業組織の事例により示した。 

第３章では、まず、協業組織に係る政策的な位置付けや既往の研究成果につい

て確認を行った。これまでの政策においては、「協業」は地縁に基づいて主に生

産工程について行うものとして位置付けられてきた。また、協業を行う組織に関

して、米国では、新制度派経済学やゲーム理論等を用いた分析が行われているが、

日本では、このようなアプローチはほとんど見られない。 

本研究では、組織と構成員との間に「情報の非対称性」が存在するという新制

度派経済学のプリンシパル－エージェント理論の考え方に沿って分析を行った。

情報の非対称性は、生産者が組織に加入する前には、技術力や意欲等の生産者の

「質」に係る「隠された情報」の問題が生じ、加入後には、決められた栽培方法

等を遵守するかどうか等の生産者の「行動」に係る「隠された行動」の問題を発

生させる。 

協業組織は必然的にこの組織と構成員との間における情報の非対称性の問題に

直面し、これに起因して発生する逆選択やモラルハザードといった組織問題への

対応が組織の持続を図る上で必要となる。こうした組織問題の発生の態様を分析

するため、協業組織の形成過程と組織運営をモデル化し、組織問題への対応のあ

り方を考察した。 

第４章では、「新たな協業活動」の概念を明らかにするとともに、それを行う

組織の仕組みや特質等について分析を行った。「新たな協業活動」は、近年の食

料消費や農産物流通における構造変化に対応して、直接取引に商機を見出し、そ

れに対応できる生産・出荷の仕組みを生産者の協業により実現した取組であるこ

とを示した。そして、生産と出荷を一元的に行っている点や地縁によらずに生産



 

 

者を組織化している点等が、従来の協業組織にはない革新的な取組であることを

指摘した。 

また、このような新協業組織の仕組みについて分析を行い、組織への加入要件

や組織内の規則やルールといった仕組みが直接取引で求められる高品質な農産物

の供給を可能にするとともに、消費者の評価を生産サイドにフィードバックする

ことで、生産者の意欲や技術力の向上を促していることを明らかにした。また、

こうした仕組みを通じて、逆選択やモラルハザードといった組織問題にも対応し

ていることを示した。 

さらに、「新たな協業活動」を行う実在の組織について分析を行い、数十～百

数十名で組織されていることや、構成員が広域に分布していること等の新協業組

織に共通の特質を示した。さらに、構成員の分布や経営多角化の度合いにより、

新協業組織を類型化し、組織の発展の方向性について考察を行った。 

実在の組織の構成員を対象に行ったアンケート調査からは、生産品目や経営規

模等が多様であることや、営農意欲が高く経営発展志向が強いこと、組織運営に

も関心が高く協力的であることといった点が、新協業組織の構成員の特徴として

示された。 

第５章では、協業組織における構成員の組織に対する選好について分析を行っ

た。組織の事業内容や組織が提供するサービスの内容等について、構成員がどの

ような選好を有しているかを把握することは、新協業組織の形成や運営に当たっ

て決定的に重要である。しかしながら、このような選好を直接的に観察すること

は困難であるため、表明選好法に基づく選択実験により、構成員の潜在的な選好

を把握する手法を新たに開発した。 

選択実験は、実在の新協業組織の構成員を対象に実施した。推計には、８つの

説明変数と２つの交差項を含めた４つのモデルを使用した。推計の結果、組合員

は、販売価格が高いこと、直営の直売所を有していること、生協に加え、消費者

団体や外食企業が取引先であること、品目別部会の活動としてマーケティングを

行っていることといった特質を有する組織を選好していることが示された。  

この結果から、組合員を農産物の単なる供給者としてではなく，販売先の選択

やマーケティングに積極的に関わる者として組織内に位置付けることが組合員の

意欲を高める上で重要である点などが示唆された。 

第６章では、協業組織が経営多角化により経営発展を図る際の対応と課題につ

いて分析を行った。 新協業組織は、構成員の意欲が高く、原料調達等の面でも新

規事業に取り組みやすい環境にあることから、食品加工や飲食サービス等の経営

多角化による経営発展を図るケースが多く見られる。このように経営多角化を図



 

 

る際に、経営者が実際にどのような課題に直面し、それにどう対応してきたのか

を分析することは、新協業組織の経営発展を考える上で重要である。 

経営多角化の取組は、単なる生産活動とは異なる知識や技術、ノウハウが求め

られる事業活動であり、その内容も多岐にわたることから、共通の評価の尺度が

必要となる。このため、食品事業者や行政等の関係者が参画した FCP（フード・

コミュニケーション・プロジェクト）が策定した「協働の着眼点」を活用して、

食の信頼に係る取組を定量的に評価するための新たな手法を開発した。この手法

を用いて、全国の農業法人を対象に調査を行った結果、「社内での対応」と比較

して、「お客様対応」や「緊急時の対応」の取組に遅れが見られること、「お客

様対応」が売上高や経営多角化の取組年数の増加とともに改善されるのに対し、

「緊急時の対応」は、これらとは相関が無く、食品事故等を契機として改善され

る可能性などが示唆された。 

さらに、ＤＥＡ（データ包絡分析法）を用いた総合的な評価では、食の信頼向

上の取組の水準は、自社ブランドの有無や連携している異業種数といった要因に

規定されるが、事業規模や事業経験年数とは必ずしも影響しないことが示された。

新協業組織が経営多角化により経営発展を図るためには、このような食の信頼に

係る取組の性質を踏まえ、特に、食品事故等の不測の事態への備えを事故経験が

なくとも行っておくことや異業種との連携を積極的に図ること等が重要である点

が示唆された。 

第７章においては、上記の分析結果を取りまとめるとともに、「新たな協業活

動」の可能性と課題について考察を行った。新協業組織は、今後のさらなる構造

変化に対応してその形成が促進されることが期待されるとともに、農協や集落営

農といった従来の協業組織であっても、組織のあり方を見直すことで「新たな協

業活動」を行い得ること等を指摘した。一方、新協業組織が直接取引に依存して

いることによりリスクが伴うことや、理念的なつながりが強い創業世代が世代交

代を迎えつつあり、若い世代に対応した組織の仕組みの見直しが必要であること

等の課題について提起した。そして、最後に、「新たな協業活動」が地域農業で

果たすべき役割や他の経営体や農協等も含めた地域農業全体のあり方等について

考察を行った。 

 

（以 上） 

 


